【簡易公募型プロポ参加表明書標準例】
（様式－１）
参加表明書
業務の名称　　　○○○○
履行期限　　　　○○○○
　標記業務の技術提案書に基づく選定の参加について関心がありますので、技術資料を提出します。
　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令165号）第70条及び第71条の規定に該当する者でないこと及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約する。
令和　　年　　月　　日
（分任）支出負担行為担当官
　中国地方整備局副局長（○○○○事務所長）
　　　　　　　　　　○○　○○　殿
提出者） 住　  所
 　　　　電話番号
　　　　 会 社 名　　○○建設コンサルタント㈱
　　　　 代 表 者　　役職名　　氏名　　
作成者） 担当部署
　　　　 氏    名
　　　　  E-mail
（設計共同体の場合は、以下のように記入すること。）
　　　　　住　  所　：共同体事務所の所在地
　　　　　電話番号  ：共同体事務所の電話番号
会 社 名　：○○○○業務
△△・○○設計共同体
代 表 者　：△△㈱　役職名　　氏名　
 ○○㈱　役職名　　氏名　
　注）紙入札方式とする場合は、参加表明書に返信用封筒（表に申請者の住所及び商号又は名称を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金に相当する切手を貼った長３号封筒とする。）を添えて提出すること。
	※様式－２は、業務によっては、求めない場合や、記載項目が異なる場合があるので、
入札説明書に沿って、適宜作成・提出すること。


                                                                     　　  （様式－２）
・○○登録規程に基づく登録状況
	登録部門　：   ○○部門　
登録年月日：
登録番号　：



  ※登録を証明できる資料を提出すること。
                                                                           （様式－３）
・企業の平成○○年度から本業務の公示日までに完了した同種業務又は類似業務の実績等
	業務分類
	同種（あるいは類似）業務

	業務名
	

	ＴＥＣＲＩＳ登録番号
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
　住所
　ＴＥＬ
	

	業務の概要

	

	業務の技術的特徴

	


注１）TECRISに登録されていない実績を記載した場合には、当該業務の契約書の写し等を添付すること。
注２）記載する業務が、国土交通省全地方整備局、内閣府沖縄総合事務局又は国土技術政策総合研究所（いずれも港湾空港関係）の発注業務であり、業務成績評定点を得ているものについては、業務成績評定点を証明できる資料を添付する。

	※様式－３－１は、業務によっては、求めない場合があるので、入札説明書に沿って、
適宜作成・提出すること。


（様式－３－１）
・令和○年度に有効な災害協定の締結
	災害協定等の締結

	            あり　・　なし　



注１）災害協定等の写しを添付すること。

注２）加盟団体の名簿等の写しを添付すること。（該当する場合のみ）
・災害活動実績に基づく表彰〔過去３年間（令和○年度から本業務の公示日まで）〕の有無
	災害活動実績に基づく表彰

	            あり　・　なし　


	年　度

	


注）中国地方整備局（港湾空港関係）と締結した災害協定に基づく活動実績により、中国地方整備局長から表彰された実績を評価の対象とする。
    （様式－４）
・予定管理技術者（技術指導者）の経歴等
	①eq \o\ad(\s\up9(ふりがな),氏名)
	②生年月日

	③所属・役職

	④保有資格  当該資格を有することを証する登録証等の写しを添付すること。
  技術士  （部門：　　　　科目：　　　） 　・登録番号：　　　　・登録年月日：
  ＡＰＥＣｴﾝｼﾞﾆｱ（部門：　　分野：　　　） ・登録番号：　　　　・登録年月日：
  土木学会（特別上級土木、上級土木、１級土木技術者） 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　・登録番号：　　  　・登録年月日：
　RCCM　（部門：　　　　　　　　　　）     ・登録番号：　　　　・登録年月日：
  その他  （部門：　　　　　　　　　　）   ・登録番号：　　　　・登録年月日：


	⑤専門的な資格 当該資格を有することを証する登録証等の写しを添付すること
※入札説明書に記載される専門的な資格に該当する資格を記載する。なお、該当が無い場合は記載しない。
  ○○○ （部門：　　　　　　　　　　）     ・登録番号：　　　　・登録年月日：
　その他 （部門：　　　　　　　　　　）     ・登録番号：　　　　・登録年月日：


	⑥同種業務又は類似業務の経歴
※TECRISに登録されていない実績を記した場合は、その業務を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分の写しを添付すること。

	業務分類
	業　務　名
	発注機関
	履行期間

	
	TECRIS登録番号：
	
	

	⑦実務経験の経歴
 1)                                           年　月～年　月（　年　ヶ月）
 2)                                           年　月～年　月（　年　ヶ月）
 3)                                           年　月～年　月（　年　ヶ月）
                                             　　　　 累　計（　年　ヶ月）

	⑧令和○年度から令和○年度までの優秀技術者表彰（業務）、または優良業務表彰あるいは中国インフラＤＸ表彰の経緯 (中国地方整備局港湾空港関係発注業務）
表彰年度：　　　　　　　　　表彰名称：
業務区分：　　　　　　　　　業務件名：

	⑨周辺地域における業務実績（地域精通度の評価）(1件)
※TECRISに登録されていない実績を記した場合は、その業務を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分の写しを添付すること。
 

	業 務 名
	職務上の立場
	発注機関
	履行期間
	履行対象地域
	契約金額

	TECRIS登録番号：
	
	
	
	
	


注１）説明書３．３）により、公示年度の４月１日時点で満40歳未満の若手技術者を予定管理技術者として登録する場合は、本様式には予定担当技術者となる技術指導者に関する事項を記載すること。なお、この場合、配置予定技術者の評価は予定担当技術者（技術指導者）の登録情報にて実施する。
注２）予定管理技術者が取得した産休育休の期間を業務実績期間等に加える場合は、産休育休期間を確認できる資料として様式－４－２を添付すること。
注３）④、⑤の保有資格欄において、複数の資格を記載し、資格証明を提出された場合においても、評価点の最も高い１資格のみで評価を行う。
注４）⑦については、実務経験を求める資格で申請を行う場合に記載すること。
注５）記載する業務が、国土交通省全地方整備局、内閣府沖縄総合事務局又は国土技術政策総合研究所（いずれも港湾空港関係）の発注業務であり業務成績評定点を得ているものについては、業務成績評定点を証明できる資料を添付する。
注６）参加表明書の提出者と「直接的な雇用関係」にあることを証明する資料（社員証の写し等）を添付する。但し、参加表明書の提出期限までに「直接的な雇用関係」にない場合は、契約締結日までに参加表明書の提出者と「直接的な雇用関係」にあることを誓約する資料（様式自由）を添付する。
注７）保有資格において、ＲＣＣＭで申請を行う場合、「港湾関係の実務経験が３年以上」と証明できる資料を添付すること。

（様式－４－１）
・予定管理技術者の保有資格
	①eq \o\ad(\s\up9(ふりがな),氏名)
	②生年月日

	③所属・役職　　

	④保有資格  当該資格を有することを証する登録証等の写しを添付すること。
　技術士  （部門：科目：　　　） 　・登録番号：　　　　・登録年月日：
　ＡＰＥＣｴﾝｼﾞﾆｱ（部門：　　分野：　　　） ・登録番号：　　　　・登録年月日：
　土木学会（特別上級土木、上級土木、１級土木技術者） 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　・登録番号：　　  　・登録年月日：
　RCCM　（部門：　　　　　　　　　　）     ・登録番号：　　　　・登録年月日：
  その他  （部門：　　　　　　　　　　）   ・登録番号：　　　　・登録年月日：


	⑤実務経験の経歴
 1)                                                      年　月～年　月（　年　ヶ月）

 2)                                                      年　月～年　月（　年　ヶ月）

 3)                                                      年　月～年　月（　年　ヶ月）

                                                        　　　　 累　計（　年　ヶ月）


注１）本様式に記載する予定管理技術者は、公示年度の４月１日時点において、40歳未満であること。本様式にて参加資格要件のうち、保有資格を確認する。
注２）若手技術者を予定管理技術者として登録しない場合又は、登録するが技術指導者を配置しない場合は、従来どおり様式－４に予定管理技術者の経歴等を記載することとし、本様式の記載は不要である。
注３）⑤については、実務経験を求める資格で申請を行う場合に記載すること。
（様式－４－２）
令和　　年　　月　　日
（分任）支出負担行為担当官
　中国地方整備局副局長（○○○○事務所長）　殿
　　　　 住　  所
　　　　 会 社 名　　
　　　　 代 表 者　　
休業期間の証明について

　　下記のとおり、予定管理技術者（技術指導者）「○○　○○」が休業を取得したことを証明いたします。

記

	休業種別

	休業期間


	産前産後休業


	令和○年○月○日　～　令和○年○月○日


	育児休業


	令和○年○月○日　～　令和○年○月○日



                                                                           （様式－５）
・予定技術者の同種業務又は類似業務の経歴
	業務分類
	同種（あるいは類似）業務

	業務名
	

	ＴＥＣＲＩＳ登録番号
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
　
　住所
　
　ＴＥＬ
	

	業務の概要

	                      　　　　　   （○○技術者として従事）

	業務の技術的特徴

	

	当該技術者の業務担当の内容

	


注１）様式－４の⑥で記載した案件について、記述すること。
注２）業務の概要及び業務の技術的特徴については、具体的に記述すること。
注３）○○には、「管理」または「担当」技術者の各名称を記述する。
注４）TECRISに登録されていない実績を記した場合は、その業務を担当したことを証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分の写しを添付すること。
                                                                           （様式－６）
・業務実施体制①
	分担業務の内容
	備　　　　　考
	業務全体に占める
再委託割合

	（再委託を行う場合の記載例）
「（仕様書の内容）」の補助
「（仕様書の内容）」の現地作業


	再委託先：○○株式会社又は未定
再委託理由：～のため


	○○％


	（単独で行う場合の記載例）

１社単独により実施する。

	
	

	
	
	


注１）１社単独により、業務を実施する場合はその旨記載すること。ただし、他の建設コンサルタント会社等に当該業務の一部（軽微なものを除く）を再委託する場合又は学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場合は、備考欄に再委託の具体的内容を記載するとともに、再委託先又は協力先、その理由(企業の技術的特徴等）を記載し、割合欄に業務全体に占める再委託割合を記載すること。また、業務の主たる部分を再委託してはならない。さらに、業務の分担構成が不明確又は不自然な場合は選定しない。
注２）記載例は削除して提出すること。

                                                                           （様式－７）
・業務実施体制②
	
	予定技術者名
	所属・役職
	担当する分担業務の内容

	  管理技術者
	
	
	

	（照査技術者）
	
	
	

	  担当技術者

	1)
2)
3)
4)
5)
	
	

	　協力会社


	
	
	


注１）管理技術者以外の氏名は匿名とする（A氏、B氏、C氏等）。
注２）参加表明書の提出者以外の企業に所属する場合は、所属・役職欄に企業名等も記載すること。
注３）担当技術者が加点評価対象となっていない場合も記入すること。担当技術者を配置しない場合はその理由を記載すること。
注４）技術指導者を配置する場合は、担当技術者の欄に記載すること。
                                                                           （様式－８）
・令和○～令和○年度　企業の中国地方整備局（港湾空港関係）優良業務表彰
　あるいは中国インフラDX表彰の実績
	業務名
	

	ＴＥＣＲＩＳ登録番号
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
　住所
　ＴＥＬ
	

	業務の概要

	


（様式－９）
ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標について適合状況
  ※次の１～３の全項目について、該当するものに○を付けること。
※それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写しを添付すること。）
※「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要綱」第２条に規定する同要綱の対象となる外国法人については、それぞれ、該当することを証明する書類（内閣府男女共同参画局長による認定等相当確認通知書の写し）を添付すること。
※共同企業体の場合、代表者又は構成員のいずれかがワーク・ライフ・バランス等推進企業であれば加点対象とする。
１．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定　※１
○プラチナえるぼしの認定を取得している。
【　該当　・　該当しない　】
○えるぼし３段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。
【　該当　・　該当しない　】
○えるぼし２段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。
【　該当　・　該当しない　】
○えるぼし１段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。
　　　【　該当　・　該当しない　】
２．次世代育成支援対策推進法に基づく認定　※２
    ○「プラチナくるみん認定」を取得している。
                                                                 　  【　該当　・　該当しない　】
    ○「くるみん認定（令和7年4月1日以降の基準）」を取得している。
                                                                    【　該当　・　該当しない　】
    ○「くるみん認定（令和4年4月1日～令和7年3月31日までの基準）」を取得している。
                                                                    【　該当　・　該当しない　】
　　
　　〇「トライくるみん認定」（令和7年4月1日以降の基準）を取得している。
        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        【　該当　・　該当しない　】　　
　　〇「くるみん認定」（平成29年4月1日～令和4年3月31日までの基準）を取得している。
　　                                                                 【　該当　・　該当しない　】
  　〇「トライくるみん認定」（令和4年4月1日～令和7年3月31日までの基準）を取得している。
        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      【　該当　・　該当しない　】　　
　　〇「くるみん認定」（平成29年3月31日までの基準）を取得している。
　　                                                                 【　該当　・　該当しない　】
３．青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定　※３
    ○「ユースエール認定」を取得している。
                                                                　　【　該当　・　該当しない　】
※１　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）第9条又は第12条の規定に基づく基準に適合するものと認定された企業（労働時間等の働き方に係る基準は満たすものに限る。）をいう。
※２　 次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）第13条又は第15条の2の規定に基づく基準に適合するものと認定された企業をいう。
※３　青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45年法律第98号）第15条の規定に基づく基準に適合するものと認定された企業をいう。 
（用紙Ａ４）
（別記様式１）
令和○○年○○月○○日
　（分任）支出負担行為担当官
　中国地方整備局副局長　（○○○○事務所長）
　　　　　　　　　　○○　○○　殿
                                         住　　　所
                                         代　表　者
　○○○○業務の「参加表明書」は、容量が１０ＭＢを超えたため（持参・郵送・託送・電子メール送信）にて提出します。
　なお、問い合わせ先は下記のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１．問い合わせ先　　　　
                 担当者     ：　　○○　○○
　　　　　　　　 部署     ：　　○○○支店○○部○○課
　　　　　       電話番号     ：    ○○○－○○○－○○○○
　　　　　       E-mail     ：    ○○○○○○＠○○○○○

２．（持参・郵送・託送・電子メール送信）する書類の目録及び頁数
     参加表明書　・・・・・・　○枚
                 ※別途添付書類があれば書類名と枚数を記載すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　
　　　　 ３．（持参・郵送・託送・電子メール送信）年月日          令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別記様式３）
誓　約　書
令和○年○月○○日
　（分任）支出負担行為担当官
　中国地方整備局副局長　（○○○○事務所長）
　　　　　　　　　　○○　○○　殿
閲覧者）住所○○○○○
電話番号○○○
会社名○○○○
代表者名○○○　印
業者コード※○○
担当者）担当部署○○○
氏名○○○○○
電話番号○○○
E-mail○○○○
　　　　　　　　　　　　　　責任者氏名　○○　○○　　連絡先　○○○－○○○　

　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名　○○　○○　　連絡先　○○○－○○○

令和○年○月○○日付けで公告（公示）のあった令和○年度○○○○業務に係る技術提案書の作成のための既存資料の閲覧にあたっては、下記の事項を遵守することとし、誓約に反した場合において、弊社が指名停止等の措置を被ることになっても異議を申し立てないことを誓約いたします。
記
１．閲覧者は、閲覧により知り得た情報を本業務の技術提案書作成のみに使用し、他の目的には使用しません。また、技術提案書作成に係わる関係者以外には秘密とします。
２．閲覧により得た情報は、アクセス制限、パスワード管理等により適切に管理し、発注者の許可なく複製・第三者への提供等はしません。
３．閲覧により知り得た情報は、本業務の入札書の提出期限後に、速やかかつ確実に消去又は破棄します。
４．閲覧により知り得た情報について、報道等での指摘も含め、漏洩等の事故や恐れが判明した場合については、本業務の技術提案書作成中・作成後を問わず、事実関係等について直ちに発注者へ報告します。なお、発注者が行う報告徴収や調査には必ず応じます。
※資格決定通知書（港湾空港関係）に記載されている業者コード
注１）押印を省略する場合は、本件責任者・担当者の氏名及び連絡先を明記すること。

